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１．総括 ①  調査の概要

【令和７年度フォローアップ調査の概要】

・調査期間：令和７年１０月１５日～１１月２１日

・調査企業：全正会員(団体等除く)８２社へアンケート展開

・回 答 数：２７（前年度２６）
※８１％が大企業、９１％が１次下請以上、航空宇宙工業は３７％

・回 答 率：３３％（前年度３２％）

項目 回答数

20 74.1%

(22) (81.5%)

1億円超3億円以下 1 3.7%
(100人超300人以下) (3) (11.1%)

5千万円超1億円以下 2 7.4%

(50人超100人以下) (1) (3.7%)
1千万円超5千万円以下 1 3.7%

(20人超50人以下） (1) (3.7%)
1千万円以下 2 7.4%

(20人以下) (0) (0.0%)

合計 27

10億円超
(300人超)

3億円超10億円以下 1 3.7%

77.8%
(81.5%)

22.2%
(18.5%)

率

100.0%

項目 回答数

完成品メーカー 15 65.2%

１次下請 6 26.1%

２次下請 2

３次下請 0

４次以下の下請 0

小計 23

変動する 4

合計 27

91.3%

100.0%

率

8.7%

0.0%

0.0%

項目 回答数 率

航空宇宙工業 10 37.0%

電機・情報通信機器製造業 7 26.0%

自動車・自動車部品製造業 2 7.4%

機械製造業 1 3.7%

繊維業 1 3.7%

鉄鋼業 1 3.7%

非鉄金属製造業 2 7.4%

金属製品製造業 2 7.4%

その他の製造業 1 3.7%

合計 27 100.0%
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１．総括 ②  調査結果(概観 その２)

① 価格の決定方法（〇）
多くの会社で価格協議が実施され(８５％)、労務費等の価格上昇の反映は９０％以上

② 支払条件（○）
既に７４％が現金、手形等の場合もサイト６０日以内が８５％
また、2026年1月以降は、手形利用ゼロ、電子債権利用もサイト６０日以内となっている

③ 減額要請（◎）
減額要請を行った会社は１社のみであり、別の形で適正なコスト負担がされている

④ 型取引（〇）
 ７割以上の会社で適正な型取引が行われている（書面等による取引条件明確化７５％、
量産終了後保管費用支払７０％）昨年度に比べて実施率は低下しているので今後注視
但し７割の会社は、型取引は少ない又は無いと回答

⑤ 知財取引（〇）
 知的財産等を含む取引の適正化に向けた取り組みは、ほぼ全ての会社で実施（９４％）

⑥ 働き方改革（◎）
   働き方改革に伴う適正なコスト負担は、ほぼ１００％実施されている

【重点課題の状況】
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１．総括 ③  今後の取り組み  

・ 法改正に当たり｢手形利用ゼロ（電子債権等を利用する場合はサイト60日以内）｣を
喫緊課題として来たが、この対応を含め、全ての重点課題について特段の問題点は
見られなかった。Ｒ４年の定時総会より取引適正化を呼掛けて来たが成果が伺える。
下請法から取適法への法改正の周知を含め、自主行動計画及び徹底プランに基づく
継続的な適正取引への取り組みを、全会員企業が一堂に会する定時総会(５月)にて
引き続き強く呼掛けていく。

・ アンケート結果では、適正取引に向けて多くの会社で社内浸透が図られているが、
サプライチェーン全体への働きかけは道半ばのため、定時総会にて併せて理解を

   求めていくと共に、委員会でも適宜意見交換していく。
また、当業界は、長い工期、防需契約などの特異性もあるため、関係政府機関や
防衛他団体とも引き続き連携して取り組んでいく。

・ 他業界でのＧメンからの指摘内容や政府要請などの会員企業へのタイムリーな展開、
自主行動計画のアップデートを引き続き行っていくと共に、フォローアップ調査の
回答率が３割強に留まっているため、より多くの会員企業のアンケート協力を訴え
ていく。

【今後の課題と主な取り組み】














